
令和 6 年 3 月

令和 5 年度 年度

※複数の港湾を有する事業にあっては、港湾ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

人

（２） 使　用　料　体　系

※施設区分の中で複数の使用料体系がある場合には、それぞれの内容を分けて記載すること。

使用料区分 改正年 改正年 改正年

～3日目

４～１５日目

１６～３０日目 H9 H元 ％ S59 ％

３１日目～ H9 H元 ％ S59 ％

専用利用 1月1㎡ H12

目的外 1月1㎡ H9 H5 ％ H元 ％

専用利用
1月1㎡ H9 H6 ％

H11 H10 ％ H9 ％

H12

H18

H27

200

615

2,200,000

2,100,000

1,987,000

7,469,000

565

6.5

14.3

37.0

565

使用料

8,069,000

改定率

(b/c)%使用料

前々回(c)

109.2 5.9 H元 ％

改定率

(a/b)%

110.2

現行（a） 前回(b)

使用料

H57.1

15.3

38.0

上
屋

615

一般利用
１日１㎡
までごと

H9 ％

107.0

102.7

13.5

36.0

（新設）

108.8

108.8

510

上屋付帯事務室

青果上屋

内貿コンテナ上屋

外貿コンテナ上屋

ROROターミナル上屋

14

　施 設 区 分

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

民 間 活 用 の 状 況

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

 イ　指定管理者制度

非適

 ア　民間委託

事 業 開 始 年 月 日

職 員 数

福岡市港湾整備事業経営戦略

20

―

博多港港湾施設（港湾運営会社の運営に係る埠頭群を除く）
博多港国際ターミナル

博多港港湾施設（港湾運営会社の運営に係る埠頭群）

　現行の使用料体系については以下の表のとおり。
　使用料額は、減価償却費、利子、人件費、修繕費、維持管理経費、施設改良費等の費用を耐用年数で回収する場合の原価年
額を基に、他港の使用料額を勘案して設定している。

港 湾 区 分
（ 重 要 港 湾 等 ）

使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

事　業　形　態

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

昭和39年4月1日

国際拠点港湾

福岡市

港湾整備事業

令和

105.9

102.8

110.8

146.2

専用利用
1月

6,769,000

（新設）

（新設）

（新設）

108.0

外貿
無料



使用料区分 改正年 改正年 改正年

会議室 1時間 H9 H6 ％

事務室 専用利用1月1㎡ H9 H6 ％

ゲート施設 専用利用1月 H11

その他 専用利用1月1㎡ H9 H6 ％

コンテナ1個1回 H16 H7 ％

専用利用1月 H9 H7 ％

～15日目 H9 H6 ％ H元 %

16～30日目 H9 H6 ％ H元 %

31日目～ H9 H6 ％ H元 %

～15日目 H9 H元 ％ S59 %

16～30日目 H9 H元 ％ S59 %

31日目～ H9 H元 ％ S59 %

舗装地 H12

未舗装地 H12

５基1組1月
（H23まで６基1組） R3 H30 ％ H24 %

1台30分
(H10まで1台1時間) H15 H11 ％

4口1基1月 H16 H11 ％

～15日目 H9 H6 ％ H元 %

16～30日目 H9 H6 ％ H元 %

31日目～ H9 H6 ％ H元 %

～15日目 H9 H元 ％ S59 %

16～30日目 H9 H元 ％ S59 %

31日目～ H9 H元 ％ S59 %

舗装地 H9 H7 ％ H6 %

未舗装地 H9 H元 ％ S61 %

H16

舗装地 H9 H6 ％ H元 %

未舗装地 H9 H6 ％ H元 %

専用利用1月 H8 H5 ％

～45日目 H7 H元 ％ S60 %

46日目～ H7 H元 ％ S60 %

倉庫水面 H7 H元 ％ S60 %

専用水面 H7 H元 ％ S60 %

目的外 1月1㎡ H7 H元 ％ S60 %

ジブ長7m以上 H9 H5 ％ H2 %

ジブ長7m未満 H9 H5 ％ H2 %

その他 1月1㎡ H9 H5 ％ H2 %

上屋用地
倉庫用地 H9 H5 ％ H2 %

上屋屋上 H9 H5 ％ H2 %

その他の用地
舗装地 H9 H5 ％ H2 %

その他の用地
未舗装地 H9 H5 ％ H2 %

専用利用１月 H8 H5 ％ H3 %1,800,000 1,689,000 106.6 1,610,000

180

80 75 106.7 68

241 223 108.1

目的外
1月1㎡

　施 設 区 分 現行（a） 前回(b) 改定率 前々回(c)

使用料 使用料 (a/b)% 使用料

2,200起重機
1基1月

港
湾
施
設
用
地

161 150 107.3 136

4,000 3,700 108.1

202

214 198 108.1

111

8.00 112.5

12.00 10.00 120.0

5.5 5.2

9.40

20.00 17.00 117.6 16.00

0.81

114

118 112 105.4 101

102.9 6671 69

0.54

7.30

野
積
場

9.6 106.3

目的外
1月1㎡

105.8

127 122 104.1

2.8

102

191

一般利用
1日1㎡

未舗装地

専用利用
1月1㎡

5.1

10.2

一般利用
1日1㎡
舗装地

管
理
棟 （新設）

検査場

修理場

11.1 10.5 105.7

冷凍コンセント

13,600,000 12,500,000 108.8

127

53,000 50.0

26,000 33,000 78.8

穀物用荷役機械

トロリ式橋形クレーン

71

26,500

荷
さ
ば
き
地

1,000

961,400

5.5

9.5

一般利用
1日1㎡

未舗装地

専用利用
1月1㎡

（新設）

（新設）

5.1 4.8 106.3

10.2 9.6 106.3

一般利用
1日1㎡
舗装地

5.2 105.8 4.7

4.5

10,491,000 109.6

9.5

22.0 21.0 104.8 19.0

11.1 10.5 105.7

22.0 21.0 104.8

270

9.0

122.2

19.0

2.7 103.7 2.5

（新設）

116.7

66,000

105.6

1,900 105.3

300,000

2,000

13,500,000

9.0

2.5

1,300 76.9

874,000 110.0

103.72.7

4.5

1,700

1,900

0.60

1.10

0.70

市長が指定する専用利用1月1㎡

旅客ターミナル

3,300

4.7

180 106.1 163

4.8 106.3

123 108.1

110.5

108.0

106.7

106.7

107.0

104.5

0.90

110.4

2,700 2,500 108.0

立体車両野積場

一般利用
1日1㎡水

面
貯
木
場

専用利用
1月1㎡

9.00

11,500,000

133

110.6

110.5

110.5

108.02.8

1,600 106.3

1,800

改定率

(b/c)%

106.7

106.7

92.6

110.6

110.5

110.9

111.1

111.1

109.6

106.4

106.3

113.6

112.1

110.3

110.4

110.3

110.0

110.8

104.9

1口1時間

1台1時間



使用料区分 改正年 改正年 改正年

6歳～12歳未満 H19 H11 ％

12歳以上 H19 H11 ％

H8 ％ H5 %

H8 ％ H5 %

旅客乗降施設 1基1日 H11

運航案内
表示板 1日 H19

H8 ％ H5 %

H8 ％ H5 %

手荷物受取場 1室1時間 H8 H5 ％

1室1日 H8 H5 ％

1室1時間 H8 H5 ％

1時間以内 H8 ％

1時間超

　　3時間以内 H8 ％

3時間超

　　5時間以内 H8 ％

5時間超 H8 ％

1時間以内 H8 ％

1時間超

　　3時間以内 H8 ％

3時間超

　　5時間以内 H8 ％

5時間超 H8 ％

1時間以内 H8 ％

1時間超

　　3時間以内 H8 ％

3時間超

　　5時間以内 H8 ％

5時間超 H8 ％

控室 1室1時間 H8 H5 ％

30分までごと H5

24時間以内 H19 H8 ％

24時間超 H19 H8 ％

公共1月1㎡ H8 H5 ％

その他1月1㎡ H8 H5 ％

1級1月1㎡ H8 H5 ％

2級1月1㎡ H8 H5 ％

倉庫 1月1㎡ H8 H5 ％

業務用駐車場 1台1月 H8 H5 ％

電照掲示板 1基1月 H8 H5 ％

1月1㎡ H8 H5 ％

1日1㎡ H8 H5 ％

床面1月1㎡ H8 H5 ％

床面1日1㎡ H8 H5 ％

壁面1月1㎡ H8 H5 ％

壁面1日1㎡ H5

1月1㎡ H8 H5 ％

1日1㎡ H8 H5 ％52 107.756

280 260 107.7

26 107.7

2,000 1,900 105.3

200 190

12,000 11,400

3,000 2,900 103.4

15,000 105.315,800

-

26,000

4,200 4,000 105.0

5,200 100

10,400 66.7～100

15,600 60～75
5,200 H5

～83.3

60,000 ～50

530 500 106.0

500 400 125.0

ターミナル
使用料

使用料 使用料

　施 設 区 分 現行（a）

(a/b)% 使用料

125.0

20,000 100

30,000 50～75
20,000 H5

11.6 - 11

100

6,100 5,800

100

2,000

11.6 - 11

35,000

250 200

40,000

一般用
駐車場

10,400

15,600

26,000

320

150

1,000

41.3～61.9

前回(b) 改定率 前々回(c) 改定率

40～50

105.2

3,500 H11

（新設）

（新設）

406 H11
105 -

105 -

荷さばき場

ターミナルホー
ル

（１室）

会議室
（1室）

特別
応接室
（1室）

外国航路の旅客の検査に
使用する施設及び待合所

手荷物
取扱所

1時間

展望
デッキ

屋内

屋外
展望デッキ

除く

28

事務室

37.1～46.4

～51.6

300 106.7

（新設）

3,600

105.3

1,000 950 105.3

100

8,400 H5

店舗
2,000 1,900

105.3

5,200 61.9

560 520 107.7

1,750 1,650 106.1

上記繰り返し 100 -

2,000 1,900 105.3

105.3

2,000 1,900 105.3

（新設）

博
多
港
国
際
タ
ー

ミ
ナ
ル

105.0

105.5

(b/c)%

105.0

105.5
１回

1日1㎡

1時間1㎡

1日1㎡

1時間1㎡

1時間

1時間

1時間

12時間超

1時間までごと

4時間30分
超



使用料区分 改正年 改正年 改正年

ビデオプロジェク
ター1台 H5

プロジェクション
テレビ1台 H5

スライド映写機1
台 H5

オーバーヘッドプ
ロジェクター1台 H5

固定式スクリーン
1台 H5

移動式スクリーン
1台 H5

電子ピアノ1台 H5

マイクロホン1本 H5

ワイヤレスマイク
ロホン1チャンネル

H5

拡声装置1式 H5

移動式ステージ1
台 H5

演台1台 H5

花台1台 H5

金屏風半双 H5

電動バトン1本 H8 H5 ％

案内スタンド1台 H8

スタンド類1本 H5

コンセント（１ｋｗ）
1個 H5

※各項目の単位を明記すること

（３） 現在の経営状況

R2 トン R3 R4

R2 人 R3 R4

R2 千円 R3 R4

R2 ％ R3 R4

R2 ％ R3 R4

R2 ％ R3 R4

R2 ％ R3 R4

映像設備

楽器・
音響設備

舞台設備

その他

1,200

800

（新設）100

500

（新設）

（新設）

1,200

1,000

1,200

％

％

3,021,158

82.9

70.5

0

（新設）

％

1,200

2,400

1,000

千円

年 間 取 扱 貨 物 量
※過去３年分を暦年で集計

経 常 収 支 比 率
（ 又 は 収 益 的 収 支 比 率 ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

年 間 使 用 料 収 入 額
（ 税 込 み ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

経 費 回 収 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

トン

人

千円

％

％

32,313,714

767,927

3,010,260

102.4

92.3

32,242,372

581,889

3,007,852

年 間 船 舶 乗 降 旅 客 数
※過去３年分を暦年で集計

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】
　年次の市債の償還額によって増減するが同一の特別会計を構成している臨海土地造成事業の黒字分や同特別会計積立金からの繰り入れにより、他会計補助金比率は
０％を維持。
　企業債残高対料金収入比率については企業債の償還が進んでおり、今後は逓減していくことが予想される。

企 業 債 残 高 対
料 金 収 入 比 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0

1070.0

％

％ ％1065.5

他 会 計 補 助 金 比 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

500 300 166.7

200

100

96.1

0

1131.1

113.3

トン

人

200

（新設）

（新設）

300

600

500

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

32,253,371

753,004

博
多
港
国
際
タ
ー

ミ
ナ
ル

　施 設 区 分 現行（a） 前回(b) 改定率 前々回(c) 改定率

使用料 使用料 (a/b)% 使用料

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

1,500

(b/c)%



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４） 組織の見通し

施設の見通し

取扱貨物量等の見通し

港湾空港局アセットマネジメント推進計画に基づき、施設の点検、補修・更新を実施する。実施にあたっては、市費負担軽減に努め、平準化を行いながら、効率的な維持管理
に努める。

使用料収入の見通し

　博多港国際海上コンテナ取扱個数は、長期的に増加傾向で推移しており、R1には約96万TEUと過去最高を記録したが、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、R2以降
は横ばいで推移。
　外国航路船舶乗降人員は新型コロナウイルス感染症の影響による人の移動の制限等が緩和され、2022年11月から日韓定期航路が再開したところであり、前年比で微増と
なっている。

使用料収入については、現状ベースで増減要素を加味して試算しており、毎年度概ね30億円程度を見込んでいる。

ICTの活用や業務の見直しなどにより、行政サービスの向上と業務の効率性・生産性の向上を図り、職員の力を最大限に発揮する組織体制の構築に取り組む。

31.7
30.4

32.3 31.5 31.5 31.5 30.5 31.3 31.3 30.3

0

10

20

30

40

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

使用料収入の推移単位：億円

博多港港湾施設（特別会計施設）総括表 (令和5年3月末現在)

一般上屋 棟 ㎡      1 1,105  2 2,147  14 35,944   17 39,196
青果上屋 棟 ㎡    2 11,224       2 11,224
内貿コンテナ上屋 棟 ㎡ 1 4,001 1 4,001
外貿コンテナ上屋 棟 ㎡ 1 2,304 1 2,304
箱崎ＲＯＲＯ上屋 棟 ㎡    1 1,500       1 1,500
検査場 棟 ㎡ 1 11,274 1 4,067 2 15,341
修理場 棟 ㎡ 1 1,193 1 1,193

合計 棟 ㎡ 2 13,578 3 9,261  3 12,724 1 1,105 2 2,147 14 35,944 25 74,759
荷さばき地 ㎡   784  12,789  13,573

アンローダ 基 揚力 ｔ/h    2 400     3 400  5
ガントリークレーン 基 揚力 ｔ  6 40.6  4 40.6     10
計量機 基 秤量 ｔ 1 60 5 50 6

野積場 ㎡ 99,747 61,591 3,210 17,422
棟 ㎡ 1 850 1 4,996 2 5,846

㎡ 98 98
口 240 32      272

棟 ㎡     1 13,276 1 2,362   2 15,638
施 倉庫用地 ㎡     9,983  32,787   9,125   51,895
設 上屋用地 ㎡ 478 125 4,613 4,222 9,438
用 上屋屋上 ㎡        23,663   23,663
地 その他用地 ㎡      5,983  14,174    20,157

合計 ㎡ 478 125 9,983 43,383 14,174 37,010
水面貯木場 ㎡ 74,104 71,132  

その他 合　計

1,553,192

 東浜ふ頭

17,395

上
　
　
屋

単位

荷役
機械

609,853 372,717 371,257

項　　目 ｱｲﾗﾝﾄﾞｼﾃｨ  香椎ＰＰ  箱崎ふ頭  中央ふ頭  博多ふ頭 須崎・那の津

冷凍コンセント

管理棟
上屋付帯事務室

旅客待合所

145,236
105,153



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標

目 標

【港湾計画の方針】
　今後、加速度的に進む人口減少に直面し、国内消費や経済の低迷が懸念されている我が国において、地方創生による経済成長を将来にわたって実現するため、世界の物
流・人流で成長著しいアジア最前線の港である博多港の役割はますます重要になってくることから、港湾機能の強化や高効率な港湾運営を図り、博多港の地理的優位性を生
かしたサービスを展開することで、アジアの成長と活力を取り込み、日本の経済成長を牽引するとともに、厳しい財政状況や今後増大する老朽化施設への対応を勘案した戦
略的なアセットマネジメントの展開や、大規模災害時における港湾機能の維持、港における地球温暖化対策などを推進する。
　博多港は、活力と存在感に満ちた「日本の対アジア拠点港」として、以下の「物流」「人流」「環境」の３つの方針に基づき、次のステージに向けたみなとづくりを進め、福岡ひ
いては我が国の持続的な発展に貢献する。
　〇（物流） 都市の成長を牽引するみなとづくり
　〇（人流） 交流を促進し親しまれるみなとづくり
　〇（環境） 環境を守り・育てるみなとづくり

市民生活や経済活動を支える港湾物流の安定的かつ効率的な活動を促進

荷役機械の継続的な更新を実施。

港湾整備事業特別会計の独立採算の維持

使用料収入のほか遊休地の活用などによる財源確保に努め、港湾整備事業特別会計の健全な運営が継続して維持出来る見込み。

職員給与費、委託料、管理運営等の経常的な経費については、現状維持を基本としている。



（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

職 員 給 与 費 ―

そ の 他 の 取 組 ―

繰 入 金 ―

資産の有効活用等による
収 入 増 加 の 取 組

―

そ の 他 の 取 組 ―

委 託 料 ―

使 用 料 ―

港湾計画に基づいた、ふ頭地区の埋立について検討中。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

５年を目途に新規事業の要素など必要に応じた見直しを行う。

―

管 理 運 営 費 ―

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組の方向
性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

民 間 活 用 ―

投 資 の 平 準 化 ―

企 業 債

そ の 他 の 取 組



（法非適用企業）

収支計画（※）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度

区 分

1 (A) 3,535,238 3,390,686 3,571,973 3,500,165 3,500,165 3,500,165 3,400,165 3,479,954 3,471,973 3,369,973

（１） (B) 3,172,495 3,043,597 3,225,973 3,154,165 3,154,165 3,154,165 3,054,165 3,125,973 3,125,973 3,025,973

ア 3,172,495 3,043,597 3,225,973 3,154,165 3,154,165 3,154,165 3,054,165 3,125,973 3,125,973 3,025,973

イ (C)

ウ

（２） 362,743 347,089 346,000 346,000 346,000 346,000 346,000 353,981 346,000 344,000

ア

イ 362,743 347,089 346,000 346,000 346,000 346,000 346,000 353,981 346,000 344,000

２ (D) 2,581,480 2,922,884 2,581,850 2,036,222 3,021,005 1,857,023 2,227,369 2,102,376 1,917,809 1,363,893

（１） 2,447,025 2,796,590 2,319,612 1,745,360 2,743,311 1,589,508 1,957,959 1,813,050 1,656,119 1,114,769

ア 103,425 104,690 104,690 104,690 104,690 104,690 104,690 104,690 104,690 104,690

イ 2,343,600 2,691,900 2,214,922 1,640,670 2,638,621 1,484,818 1,853,269 1,708,360 1,551,429 1,010,079

（２） 134,455 126,294 262,238 290,862 277,694 267,515 269,410 289,326 261,690 249,124

ア 131,449 124,943 253,300 281,924 268,756 258,577 260,472 280,388 252,752 240,186

126,770 120,655 114,460 107,701 100,956 94,224 87,504 80,786 60,413 55,120

イ 3,006 1,351 8,938 8,938 8,938 8,938 8,938 8,938 8,938 8,938

３ (E) 953,758 467,802 990,123 1,463,943 479,160 1,643,142 1,172,796 1,377,578 1,554,164 2,006,080

1 (F) 1,532,385 2,151,060 672,603 191,365 1,143,434 1,096,000 1,404,685 1,062,512 200,000 1,453,942

（１） 306,000 749,000 18,000 58,000 1,096,000 994,000 21,000 200,000 1,210,000

（２）

（３）

（４） 81,335

（５） 1,100

（６）

（７） 1,145,050 1,400,960 672,603 173,365 1,085,434 410,685 1,041,512 243,942

２ (G) 2,486,143 2,618,862 1,662,726 1,655,308 1,622,594 2,679,391 2,577,481 2,440,090 1,694,243 3,460,022

（１） 456,053 952,336 57,208 76,198 117,081 1,153,916 1,053,259 78,408 257,208 1,267,808

56,575 57,208 57,208 57,208 57,208 57,208 57,208 57,208 57,208 57,208

（２） (H) 2,030,090 1,666,526 1,605,518 1,579,110 1,505,513 1,525,475 1,524,222 2,361,682 1,437,035 2,192,214

733,564 593,986 579,158 567,758 561,058 554,158 548,858 1,372,058 454,238 1,150,018

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 953,758 △ 467,802 △ 990,123 △ 1,463,943 △ 479,160 △ 1,583,391 △ 1,172,796 △ 1,377,578 △ 1,494,243 △ 2,006,080

(J) 59,751 59,921

(K)

(L)

(M)

(N) 59,751 59,921

(O)

(P) 59,751 59,921

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 3,172,495 3,043,597 3,225,973 3,154,165 3,154,165 3,154,165 3,054,165 3,125,973 3,125,973 3,025,973

（T)

(U)

(V) 3,269,140 3,143,087 3,325,463 3,253,655 3,253,655 3,253,655 3,153,655 3,225,463 3,225,463 3,125,463

(W)

(X) 30,467,223 29,549,697 27,944,179 26,383,069 24,935,556 24,506,081 23,975,859 21,635,177 20,398,142 19,415,928

○他会計繰入金

年　　　　　度

区 分

5年度

5年度

6年度

6年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

7年度 8年度 9年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

103.5% 94.8%

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

76.7% 73.9% 85.3% 96.8% 77.3% 103.5%収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ）

赤 字 比 率 （ ×100 ）

90.6% 78.0%

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

う ち 資 本 費 平 準 化 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

14年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

7年度 8年度 9年度 10年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

11年度 12年度 13年度

営 業 外 費 用


